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「授業のできない学校」まで出現！

「先生不足」が招く“学校崩壊”。
授業ができない！

先日ある保護者の方からこんなメールが届きました。

中１の娘が、音楽の先生がずっと休んでいるの

で「音楽の授業が全然ない」と言っていて心配で

す。どうなっているのでしょうか？

「先生がずっと休んでいて授業が全然ない」という

のです。「どうなっているの？」「学校や教育委員会

は何をしているのだ！」と疑問を持たれて当然です。

でも、学校も何もしていないわけではありません。

八方手を尽くしても「先生がみつからない」のです。

藤沢だけではありません。６月１

３日の日本教育新聞にはこんな記事

が載りました。「中学１４％に授業

できぬ教科」という驚くような内容

です。いま全国の学校で「授業がで

きない」という、たいへんな事態が

起きているのです。

授業ができないだけではありませ

ん。６月１８日の朝日新聞には「担

任見つからずに１カ月半」という記事が載りました。

神奈川県内のある小学校に勤める教諭はこの春

急にクラスを受け持つことになった。担任になる

予定だった教員が休むことになり、１人欠員とな

ったためだ。‥‥

校長のつてで代わりの担任が見つかったのは１

カ月半後。「代わりの教員がいつ来るのか」。こ

の間、保護者からの電話もあった。「正直、きつ

かった。子どもたちもなかなか落ち着かず、もや

もやした様子が見て取れた。教員不足による子ど

もへの影響が明らかに出ていると 感じます」

これも特別な例ではありません。最近、先生たちと

話をすると、まず最初に出てくるのは「先生が足りな

▲中学校の教科別倍率

い」という悲鳴のような声です。

なぜ「先生不足」が起きたのか

なぜ「先生不足」が起きているのでしょう。様々な

原因がありますが、ひとつは若者の「教員離れ」です。

上の表は神奈川県の教員採用試験の応募者の推移で

す。この１０年でほぼ半減しています。理由は“６割

が過労死ライン越え”と言われる先生の多忙が敬遠さ

れるようになったから、と考えられています。いまや

若者にとって先生は「なりたくない仕事」なのです。

一般に倍率が２倍を切ると

「危険水域」と言われますが、

小学校は危険水域が目前です。

では中学は安泰かというと、

事態はもっと深刻です。美術

は１．３倍、技術に至っては

１．０倍と危険水域どころで

はありません。受験者を全員

採用できるわけではありませ

んから、現実は定員割れを起こしているはずです。

加えて私が危惧するのは国語の２．６倍です。国語

はあらゆる学習の基礎ですから、国語の倍率がこれ以

上低下すればその影響は計り知れません。

このような傾向は神奈川だけではありません。９月

９日、文部科学省は２０２２年度の教員採用試験の倍

率が過去最低を更新したと発表しました。

新しい先生のなり手が減れば退職者の補充ができず、

▲神奈川県の教員採用試験の応募倍率の推移



「先生不足」が生じます。

それだけではありません。誰かが産休や療休に入っ

ても「代わりの先生がいない」ことにもなります。

いままでは採用試験に合格しなかった新卒者などに

臨時の先生をお願いしてきました。ですが、受験者減

でその層が激減してしまったのです。これも「先生不

足」の一因です。

一方、臨時の先生をお願いしてきたもうひとつの層

は退職した先生たちでした。ところがここにも異変が

起きています。

第一次安倍政権下の２００９年「教員免許更新制」

が導入されました。更新講習を受けなければ教員免許

は失効して教壇に立てなくなってしまいます。でも現

役ならまだしも、退職した先生がわざわざ免許を更新

することはまれです。そのため免許を持つ退職者が減

り臨時の先生をお願いできなくなってしまったのです。

そこで頼ったのが、更

新制が始まる前の「旧免

許」を持っていた先生た

ちです。この世代の人た

ちは更新制が適用されず

免許がなくなることはあ

りません。

問題は、この人たちは

今や７０代だということでした。でも他に方法はあり

ません。そのため、いま学校にはおおぜいの７０代の

先生が教壇に立って先生の不足を埋めてくれています。

もちろん皆さん指導力のあるベテランばかりです。

そこを問題にしているのではありません。でも７０代

の方にまで頼らなければ学校が成り立たないとしたら、

これは尋常な事態ではありません。

しかし、ここまでしても「先生不足」は埋められず、

とうとう「授業ができない」「担任がいない」学校が

全国に生まれるようになってしまったのです。

「教員不足」への対策は

「授業ができない」「担任がいない」ということは、

子どもたちにも深刻な影響が出ているということです。

では、どうすれば良いのでしょう。

今年、教員免許更新制はあまりの弊害を無視できず

ようやく廃止されました。でも、これですぐに「先生

不足」が解消されるとは思えません。いま本当に必要

なのは先生の多忙を解消し、若い世代に「先生になり

たい」と思ってもらえる環境を作ることです。

それには教育予算の増額が必要です。でも日本では

この間、実質的な教育予算は増やされずに来ました。

いまや各国の教育費のＧＤＰ比を比べると、日本は３

▲藤沢の非常勤教諭の年齢構

６カ国中２７位です。いまだに４０人学級が残ってい

る国なんて先進国ではほとんどありません。

それなのに日本の子どもたちが世界でもトップグル

ープの学力を維持してきたのは、先進国の中でもっと

も高い保護者の教育費負担と、もっとも劣悪な教職員

の長時間労働が支えてきたからです。

加えて「人」も「予算」も増えないのに、日本では

次々とあらたな教育政策が打ち出されてきました。学

力向上、体力向上、小学校英語、プログラミング教育、

ＩＣＴ‥‥、そしてそこをコロナ渦が襲ったのです。

学校が破綻するのは当然です。教育に予算をかけず、
．．．．．．．．．．

先生たちの献身的な努力に依存するやり方が、とうと
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

う限界を迎えつつあるのだと私は思います。

カギを握るのは政府と財務省だが‥‥

もちろん文科省は問題の深刻さを認識しています。

でも、政府と財務省が動かなければ何もなりません。

９月議会で私は、藤沢市として国に学校の危機的な

状況を伝え対策を取るよう意見具申することを求めま

した。宮治副市長からは「このままでは教員不足によ

って本市の学校運営が立ちいかなくなることが現実の

問題となりつつあることを念頭に、現場の危機感がよ

り伝わるよう（国に）強力に要望活動を行ってまいり

ます」と強い決意を表明していただきました。

メディアも最近、ようやくこの問題に注目してくれ

るようになりました。朝日新聞やＮＨＫ、神奈川新聞

に加え、７月には週刊東洋経済が

「学校が崩れる 教員不足が招く

連鎖崩壊」という特集を組んでく

れました。実はこの特集では私も

取材を受け、「先生不足」の現状

を説明して資料提供しています。

教職員の「働き方改革」のいっ

そうの推進は言うまでもありません。スクールサポー

トスタッフの増員などを求めていく必要もあります。

財務省が予算増を認めないなら、私は文科省が指導

要領を改訂して先生の「持ち時間数」を減らすべきだ

と思います。今こそこの論議に踏み込むべきでしょう。

事態は切迫しています。あらゆる手だてを尽くして、

学校の崩壊を防ぐ抜本的な対策を求めていきましょう。


